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Ⅱ アンケート調査からみた経営概況

１ 経営者の景況感と今後の景気見通し（集計表 P３３、P３４参照）

※数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1 ポイント
の範囲で差異の生じるものがある。

業種別にみると・・・
○製造業

景況感が「好況である」とみる企業は３.１％、「不況である」が７３.６％で、景況感ＤＩ
は▲７０.５となった。前期(▲７２.１)に比べ１.６ポイント上昇し、３期連続で改善した。

業種別にＤＩ値をみると、「プラスチック製品」や「家具・装備品」で１０ポイント以上
上昇するなど、１１業種中６業種が前期に比べ改善した。

○非製造業
景況感が「好況である」とみる企業は１.２％、「不況である」が８２.２％で、景況感ＤＩ

は▲８１.０となった。前期(▲８１.２)に比べ０.２ポイント上昇、ほぼ横ばいだった。
業種別にＤＩ値をみると、「飲食店」や「運輸業」などの４業種は前期に比べ改善したが、

「不動産業」、「情報サービス業」及び「卸売・小売業」の３業種は前期に比べ悪化した。

業種別にみると・・・

製造業、非製造業ともに「悪い方向に向かう」が増加した。特に製造業は１３.４ポイント増加し、

先行きへの懸念が強まっている。

自社業界の景気について、｢好況である｣とみる企業は２.０％、｢不況である｣が７８.６％で、

景況感ＤＩ（｢好況である｣－｢不況である｣の企業割合）は▲７６.７となった。

前期（▲７７.５）に比べると、０.８ポイント上昇し、３期連続で改善した。

現在の景況感

景況感 DI の推移

今後の景気見通しについて、｢良い方向に向かう｣とみる企業は３.４％で、前期

（４.４％）に比べ１.０ポイント減少し、「悪い方向に向かう」とみる企業は４３.９％

で、前期（３４.９％）に比べ９.０ポイント増加しており、先行きへの懸念が強まった。

今後の景気見通し
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景況感ＤＩの推移

単位：ＤＩ
H21. H22.

7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期
（当 期）

▲ 87.4 ▲ 90.4 ▲ 85.1 ▲ 77.5 ▲ 76.7 0.8

▲ 87.8 ▲ 90.8 ▲ 84.0 ▲ 72.1 ▲ 70.5 1.6

▲ 60.7 ▲ 87.5 ▲ 83.6 ▲ 69.8 ▲ 65.4 4.4

▲ 89.3 ▲ 93.2 ▲ 88.2 ▲ 75.5 ▲ 78.7 ▲ 3.2

▲ 85.1 ▲ 85.4 ▲ 76.6 ▲ 84.9 ▲ 73.7 11.2

▲ 91.8 ▲ 84.2 ▲ 83.9 ▲ 75.8 ▲ 76.4 ▲ 0.6

▲ 91.1 ▲ 98.2 ▲ 88.1 ▲ 82.4 ▲ 80.4 2.0

▲ 85.2 ▲ 92.5 ▲ 88.1 ▲ 76.4 ▲ 64.6 11.8

▲ 96.6 ▲ 96.6 ▲ 86.4 ▲ 76.3 ▲ 75.6 0.7

▲ 87.9 ▲ 92.9 ▲ 77.2 ▲ 73.7 ▲ 79.2 ▲ 5.5

▲ 93.9 ▲ 84.5 ▲ 78.9 ▲ 64.6 ▲ 67.2 ▲ 2.6

▲ 96.4 ▲ 94.6 ▲ 94.4 ▲ 53.1 ▲ 52.1 1.0

▲ 86.4 ▲ 89.9 ▲ 80.0 ▲ 61.9 ▲ 65.7 ▲ 3.8

非 製 造 業 ▲ 87.0 ▲ 90.1 ▲ 85.9 ▲ 81.2 ▲ 81.0 0.2

▲ 89.4 ▲ 93.7 ▲ 90.8 ▲ 89.9 ▲ 88.5 1.4

総合工事業 ▲ 89.1 ▲ 94.4 ▲ 91.8 ▲ 84.2 ▲ 88.7 ▲ 4.5

職別工事業 ▲ 95.2 ▲ 100.0 ▲ 96.6 ▲ 93.7 ▲ 95.0 ▲ 1.3

設備工事業 ▲ 83.9 ▲ 87.5 ▲ 84.8 ▲ 91.2 ▲ 80.8 10.4

▲ 85.5 ▲ 89.9 ▲ 84.2 ▲ 78.0 ▲ 82.9 ▲ 4.9

（卸売業） ▲ 85.5 ▲ 89.6 ▲ 83.3 ▲ 77.6 ▲ 81.8 ▲ 4.2

繊維・衣服等 ▲ 96.2 ▲ 96.3 ▲ 96.6 ▲ 88.5 ▲ 100.0 ▲ 11.5

飲食料品 ▲ 68.0 ▲ 80.8 ▲ 57.7 ▲ 55.6 ▲ 54.2 1.4

建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 88.5 ▲ 96.2 ▲ 83.3 ▲ 84.6 ▲ 89.7 ▲ 5.1

機械器具 ▲ 85.2 ▲ 79.4 ▲ 87.1 ▲ 73.3 ▲ 83.9 ▲ 10.6

その他 ▲ 92.3 ▲ 100.0 ▲ 89.3 ▲ 88.0 ▲ 83.3 4.7

（小売業） ▲ 85.5 ▲ 90.1 ▲ 85.0 ▲ 78.4 ▲ 84.0 ▲ 5.6

織物・衣服・身の回り品 ▲ 86.7 ▲ 90.7 ▲ 93.5 ▲ 91.2 ▲ 100.0 ▲ 8.8

飲食料品 ▲ 85.3 ▲ 95.0 ▲ 82.9 ▲ 73.5 ▲ 90.6 ▲ 17.1

機械器具 ▲ 86.7 ▲ 83.3 ▲ 79.2 ▲ 70.2 ▲ 69.8 0.4

その他 ▲ 82.8 ▲ 91.3 ▲ 87.5 ▲ 81.6 ▲ 81.5 0.1

▲ 95.3 ▲ 97.6 ▲ 90.5 ▲ 93.3 ▲ 82.1 11.2

▲ 82.5 ▲ 85.7 ▲ 79.7 ▲ 69.5 ▲ 75.5 ▲ 6.0

▲ 89.1 ▲ 89.8 ▲ 71.1 ▲ 71.2 ▲ 62.2 9.0

▲ 78.0 ▲ 88.9 ▲ 91.4 ▲ 77.6 ▲ 86.4 ▲ 8.8

▲ 88.1 ▲ 87.4 ▲ 87.1 ▲ 82.1 ▲ 76.3 5.8

専門サービス業 ▲ 91.3 ▲ 87.9 ▲ 89.1 ▲ 84.1 ▲ 71.7 12.4

洗濯・理美容・浴場業 ▲ 95.0 ▲ 86.3 ▲ 89.8 ▲ 85.2 ▲ 75.6 9.6

その他生活関連・娯楽業 ▲ 88.6 ▲ 83.7 ▲ 77.5 ▲ 70.6 ▲ 72.2 ▲ 1.6

その他の事業サービス業 ▲ 80.4 ▲ 90.9 ▲ 90.0 ▲ 87.5 ▲ 85.1 2.4
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増 減
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２ 売上げについて （集計表 P３５、P３６参照）

業種別にみると・・・
○製造業

売上げが「増加した」企業は２２.２％、「減少した」企業は３９.２％で、売上げＤＩは
▲１７.０となった。

前期(▲１２.１)に比べ４.９ポイント低下し、２期ぶりに悪化した。
また、前年同期(▲３２.６)を１５.６ポイント上回った。

業種別にＤＩ値をみると、「輸送用機械器具」のみがプラスの水準となった。
１１業種中８業種が前期を下回った。「鉄鋼業・非鉄金属」が３５.９ポイント低下した

のをはじめ、４業種が前期を１０ポイント以上下回った。
また、「鉄鋼業・非鉄金属」を除く１０業種が前年同期を上回った。

○非製造業
売上げが「増加した」企業は１６.２％、「減少した」企業は４４.７％で、売上げＤＩは

▲２８.５となった。
前期(▲３７.７)に比べ９.２ポイント上昇し、２期連続で改善した。
また、前年同期(▲４５.８)を１７.３ポイント上回った。

業種別にＤＩ値をみると、「運輸業」のみがプラスの水準となった。
７業種中、「サービス業」を除く６業種が前期を上回った。「運輸業」が３４.３ポイン

ト上昇、「建設業」が２６.２ポイント上昇したのをはじめ、４業種が前期を１０ポイント
以上上回った。

また、７業種すべてが前年同期を上回った。

業種別にみると・・・
製造業の来期の売上げＤＩは▲１３.０で、当期に比べ４.０ポイント改善する見通しである。
非製造業の来期の売上げＤＩは▲１５.０で、当期に比べ１３.５ポイント改善する見通しであ

る。

前期と比べ、売上げが「増加した」企業は１８.７％、「減少した」企業は４２.４

％で、売上げＤＩ（「増加した」－「減少した」の企業割合）は▲２３.７となった。

前期（▲２７.４）に比べ３.７ポイント上昇し、２期連続で改善した。

また、前年同期（▲４０.０）に比べると１６.３ポイント上回っており、５期連続で

前年同期を上回った。

当期（平成２２年７～９月期）の状況

当期と比べ、売上げが「増加する」見通しの企業は２０.６％、「減少する」見通し

の企業は３４.８％で、来期の売上げＤＩは▲１４.２と見込まれている。

当期に比べると９.５ポイント改善する見通しである。

来期（平成２２年１０～１２月期）の状況

売上げ DI の推移
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売上げＤＩの推移

H21. H22.

7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 対前期 対前年 10～12月期

（当 期） 同期 （見通し）

▲ 40.0 ▲ 35.2 ▲ 39.5 ▲ 27.4 ▲ 23.7 3.7 16.3 ▲ 14.2

▲ 32.6 ▲ 22.5 ▲ 26.4 ▲ 12.1 ▲ 17.0 ▲ 4.9 15.6 ▲ 13.0

▲ 29.8 ▲ 46.4 ▲ 60.0 ▲ 20.4 ▲ 17.3 3.1 12.5 0.0

▲ 60.7 ▲ 64.4 ▲ 41.2 ▲ 10.0 ▲ 23.4 ▲ 13.4 37.3 ▲ 22.2

▲ 65.2 ▲ 37.5 ▲ 46.8 ▲ 53.7 ▲ 17.9 35.8 47.3 ▲ 28.2

▲ 57.4 ▲ 19.3 ▲ 50.8 ▲ 14.8 ▲ 33.3 ▲ 18.5 24.1 ▲ 1.9

▲ 45.0 ▲ 38.6 ▲ 53.4 ▲ 50.0 ▲ 33.3 16.7 11.7 ▲ 9.8

▲ 20.0 ▲ 21.2 ▲ 25.4 ▲ 10.9 ▲ 14.6 ▲ 3.7 5.4 ▲ 6.4

▲ 6.8 1.7 ▲ 1.7 12.1 ▲ 23.8 ▲ 35.9 ▲ 17.0 ▲ 7.3

▲ 34.5 ▲ 1.8 3.5 ▲ 8.6 ▲ 12.5 ▲ 3.9 22.0 ▲ 18.8

▲ 25.8 ▲ 20.7 ▲ 5.7 ▲ 7.7 ▲ 13.8 ▲ 6.1 12.0 ▲ 12.1

▲ 7.3 10.9 ▲ 5.7 28.6 10.4 ▲ 18.2 17.7 ▲ 31.3

▲ 16.7 ▲ 21.7 ▲ 12.3 ▲ 1.6 ▲ 9.1 ▲ 7.5 7.6 ▲ 10.8

非 製 造 業 ▲ 45.8 ▲ 44.0 ▲ 49.0 ▲ 37.7 ▲ 28.5 9.2 17.3 ▲ 15.0

▲ 40.0 ▲ 42.4 ▲ 44.3 ▲ 53.4 ▲ 27.2 26.2 12.8 ▲ 25.6

総合工事業 ▲ 52.7 ▲ 52.8 ▲ 36.7 ▲ 45.6 ▲ 15.4 30.2 37.3 ▲ 18.9

職別工事業 ▲ 44.3 ▲ 51.8 ▲ 54.2 ▲ 59.4 ▲ 37.3 22.1 7.0 ▲ 31.7

設備工事業 ▲ 25.0 ▲ 25.4 ▲ 40.9 ▲ 54.4 ▲ 27.5 26.9 ▲ 2.5 ▲ 25.5

▲ 48.0 ▲ 47.1 ▲ 54.9 ▲ 34.7 ▲ 31.7 3.0 16.3 ▲ 17.1

（卸売業） ▲ 39.0 ▲ 33.3 ▲ 46.2 ▲ 25.2 ▲ 24.6 0.6 14.4 ▲ 9.8

繊維・衣服等 ▲ 74.1 ▲ 59.3 ▲ 58.6 ▲ 38.5 ▲ 31.6 6.9 42.5 ▲ 26.3

飲食料品 0.0 ▲ 11.5 ▲ 51.9 7.1 0.0 ▲ 7.1 0.0 28.0

建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 30.8 ▲ 23.1 ▲ 50.0 ▲ 26.9 ▲ 27.6 ▲ 0.7 3.2 ▲ 10.3

機械器具 ▲ 33.3 ▲ 20.6 ▲ 38.7 ▲ 33.3 ▲ 19.4 13.9 13.9 ▲ 25.8

その他 ▲ 69.2 ▲ 59.1 ▲ 32.1 ▲ 36.0 ▲ 55.6 ▲ 19.6 13.6 ▲ 16.7

（小売業） ▲ 55.9 ▲ 57.9 ▲ 62.9 ▲ 43.1 ▲ 38.5 4.6 17.4 ▲ 23.8

織物・衣服・身の回り品 ▲ 55.2 ▲ 54.8 ▲ 74.2 ▲ 50.0 ▲ 62.1 ▲ 12.1 ▲ 6.9 ▲ 20.7

飲食料品 ▲ 58.8 ▲ 61.0 ▲ 73.2 ▲ 55.9 ▲ 56.3 ▲ 0.4 2.5 ▲ 12.9

機械器具 ▲ 50.0 ▲ 57.1 ▲ 43.8 ▲ 29.8 ▲ 16.7 13.1 33.3 ▲ 44.2

その他 ▲ 62.1 ▲ 58.7 ▲ 66.7 ▲ 42.1 ▲ 25.9 16.2 36.2 ▲ 7.4

▲ 60.5 ▲ 62.8 ▲ 52.4 ▲ 50.0 ▲ 30.8 19.2 29.7 ▲ 5.3

▲ 45.6 ▲ 28.1 ▲ 36.7 ▲ 31.7 ▲ 20.8 10.9 24.8 0.0

▲ 38.9 ▲ 22.4 ▲ 37.8 ▲ 25.4 8.9 34.3 47.8 11.4

▲ 41.7 ▲ 54.7 ▲ 50.8 ▲ 44.1 ▲ 34.9 9.2 6.8 ▲ 22.7

▲ 48.3 ▲ 43.5 ▲ 49.0 ▲ 29.0 ▲ 34.8 ▲ 5.8 13.5 ▲ 13.6

専門サービス業 ▲ 34.8 ▲ 31.0 ▲ 27.3 ▲ 38.7 ▲ 5.6 33.1 29.2 ▲ 16.7

洗濯・理美容・浴場業 ▲ 58.5 ▲ 64.7 ▲ 69.4 ▲ 22.2 ▲ 63.4 ▲ 41.2 ▲ 4.9 ▲ 12.5

その他生活関連・娯楽業 ▲ 65.7 ▲ 51.2 ▲ 52.5 ▲ 29.4 ▲ 50.0 ▲ 20.6 15.7 5.6

その他の事業サービス業 ▲ 41.1 ▲ 30.9 ▲ 50.0 ▲ 24.1 ▲ 31.9 ▲ 7.8 9.2 ▲ 25.5

単位：ＤＩ

情報サービス業
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３ 資金繰りについて （集計表 P３７、P３８参照）

業種別にみると・・・
○製造業

資金繰りが「良くなった」企業は１１.５％、「悪くなった」企業は３１.８％で、資金繰
りＤＩは▲２０.３となった。

前期(▲１９.９)に比べ０.４ポイント低下し、ほぼ横ばいだった。
また、前年同期(▲４２.５)を２２.２ポイント上回った。

業種別にＤＩ値をみると、１１業種すべてがマイナスの水準だった。
「印刷業」や「家具・装備品」などの６業種は前期を上回ったが、「輸送用機械器具」や

「鉄鋼業・非鉄金属」などの５業種は前期を下回った。
また、１１業種すべてが前年同期を上回った。

○非製造業
資金繰りが「良くなった」企業は７.０％、「悪くなった」企業は３７.６％で、資金繰り

ＤＩは▲３０.６となった。
前期(▲３０.５)に比べ０.１ポイント低下し、ほぼ横ばいだった。
また、前年同期(▲４３.７)を１３.１ポイント上回った。

業種別にＤＩ値をみると、「運輸業」を除く６業種がマイナスの水準だった。
「不動産業」や「運輸業」などの４業種は前期を上回ったが、「情報サービス業」や「卸売

・小売業」などの３業種は前期を下回った。
また、７業種すべてが前年同期を上回った。

業種別にみると・・・
製造業の来期の資金繰りＤＩは▲２０.９で、当期に比べ０.６ポイント悪化する見通しである。
非製造業の来期の資金繰りＤＩは▲２４.４で、当期に比べ６.２ポイント改善する通しである。

前期と比べ、資金繰りが「良くなった」企業は８.９％、「悪くなった」企業は

３５.２％で、資金繰りＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」の企業割合）は▲２６.３となった。

前期（▲２６.２）に比べ０.１ポイント低下し、ほぼ横ばいだった。

また、前年同期（▲４３.２）に比べると１６.９ポイント上回っており、４期連続で前年

同期を上回った。

当期（平成２２年７～９月期）の状況

当期と比べ、資金繰りが「良くなる」見通しの企業は８.０％、「悪くなる」見通し

の企業は３０.９％で、来期の資金繰りＤＩは▲２２.９と見込まれている。

当期に比べると３.４ポイント改善する見通しである。

来期（平成２２年１０～１２月期）の状況

資金繰り DI の推移
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資金繰りＤＩの推移

H21. H22.
7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 対前期 対前年 10～12月期

（当 期） 同期 （見通し）

▲ 43.2 ▲ 42.6 ▲ 37.9 ▲ 26.2 ▲ 26.3 ▲ 0.1 16.9 ▲ 22.9

▲ 42.5 ▲ 37.3 ▲ 31.2 ▲ 19.9 ▲ 20.3 ▲ 0.4 22.2 ▲ 20.9

▲ 25.0 ▲ 26.0 ▲ 43.1 ▲ 26.5 ▲ 23.4 3.1 1.6 ▲ 6.5

▲ 54.5 ▲ 58.1 ▲ 34.7 ▲ 28.6 ▲ 32.6 ▲ 4.0 21.9 ▲ 27.3

▲ 62.2 ▲ 62.8 ▲ 50.0 ▲ 46.9 ▲ 35.9 11.0 26.3 ▲ 39.5

▲ 39.3 ▲ 22.6 ▲ 36.1 ▲ 23.3 ▲ 19.2 4.1 20.1 ▲ 18.5

▲ 58.5 ▲ 50.0 ▲ 54.4 ▲ 46.8 ▲ 35.4 11.4 23.1 ▲ 22.9

▲ 26.4 ▲ 35.3 ▲ 26.3 ▲ 15.7 ▲ 10.9 4.8 15.5 ▲ 19.6

▲ 36.2 ▲ 26.3 ▲ 15.8 ▲ 15.8 ▲ 26.8 ▲ 11.0 9.4 ▲ 11.9

▲ 50.9 ▲ 39.3 ▲ 23.2 ▲ 21.1 ▲ 17.4 3.7 33.5 ▲ 17.4

▲ 42.2 ▲ 37.0 ▲ 22.1 ▲ 6.3 ▲ 10.9 ▲ 4.6 31.3 ▲ 22.2

▲ 38.2 ▲ 22.6 ▲ 23.5 8.3 ▲ 4.3 ▲ 12.6 33.9 ▲ 25.5

▲ 39.1 ▲ 37.9 ▲ 21.0 ▲ 4.8 ▲ 14.1 ▲ 9.3 25.0 ▲ 21.0

非 製 造 業 ▲ 43.7 ▲ 46.2 ▲ 42.8 ▲ 30.5 ▲ 30.6 ▲ 0.1 13.1 ▲ 24.4

▲ 40.9 ▲ 47.6 ▲ 44.4 ▲ 39.9 ▲ 33.8 6.1 7.1 ▲ 34.2

総合工事業 ▲ 48.1 ▲ 50.0 ▲ 42.2 ▲ 39.3 ▲ 29.4 9.9 18.7 ▲ 31.4

職別工事業 ▲ 48.3 ▲ 47.2 ▲ 51.9 ▲ 46.7 ▲ 43.9 2.8 4.4 ▲ 40.7

設備工事業 ▲ 27.1 ▲ 45.8 ▲ 39.3 ▲ 34.3 ▲ 26.1 8.2 1.0 ▲ 29.8

▲ 42.4 ▲ 46.4 ▲ 43.1 ▲ 24.5 ▲ 29.1 ▲ 4.6 13.3 ▲ 24.4

（卸売業） ▲ 39.8 ▲ 38.8 ▲ 36.7 ▲ 15.7 ▲ 22.5 ▲ 6.8 17.3 ▲ 25.0

繊維・衣服等 ▲ 56.0 ▲ 56.0 ▲ 48.1 ▲ 37.5 ▲ 31.6 5.9 24.4 ▲ 15.8

飲食料品 ▲ 8.3 ▲ 12.5 ▲ 23.1 3.7 0.0 ▲ 3.7 8.3 ▲ 8.0

建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 44.0 ▲ 42.3 ▲ 37.0 ▲ 4.0 ▲ 32.1 ▲ 28.1 11.9 ▲ 39.3

機械器具 ▲ 34.6 ▲ 25.0 ▲ 35.5 ▲ 11.1 ▲ 13.3 ▲ 2.2 21.3 ▲ 30.0

その他 ▲ 69.2 ▲ 63.6 ▲ 39.3 ▲ 33.3 ▲ 44.4 ▲ 11.1 24.8 ▲ 27.8

（小売業） ▲ 44.7 ▲ 52.5 ▲ 49.0 ▲ 32.2 ▲ 35.4 ▲ 3.2 9.3 ▲ 23.8

織物・衣服・身の回り品 ▲ 53.6 ▲ 56.4 ▲ 53.6 ▲ 47.1 ▲ 59.3 ▲ 12.2 ▲ 5.7 ▲ 32.1

飲食料品 ▲ 48.4 ▲ 44.7 ▲ 60.0 ▲ 37.5 ▲ 34.4 3.1 14.0 ▲ 19.4

機械器具 ▲ 43.2 ▲ 57.5 ▲ 43.5 ▲ 20.5 ▲ 23.8 ▲ 3.3 19.4 ▲ 23.8

その他 ▲ 34.5 ▲ 51.2 ▲ 40.5 ▲ 27.8 ▲ 30.8 ▲ 3.0 3.7 ▲ 20.0

▲ 51.2 ▲ 55.8 ▲ 50.0 ▲ 43.2 ▲ 40.0 3.2 11.2 ▲ 16.7

▲ 40.4 ▲ 32.7 ▲ 35.6 ▲ 22.8 ▲ 34.0 ▲ 11.2 6.4 ▲ 16.0

▲ 43.6 ▲ 31.3 ▲ 34.1 ▲ 8.8 0.0 8.8 43.6 ▲ 4.8

▲ 34.9 ▲ 52.9 ▲ 49.1 ▲ 44.2 ▲ 25.6 18.6 9.3 ▲ 26.2

▲ 49.7 ▲ 48.5 ▲ 41.7 ▲ 31.9 ▲ 35.5 ▲ 3.6 14.2 ▲ 24.3

専門サービス業 ▲ 52.3 ▲ 44.6 ▲ 25.9 ▲ 29.5 ▲ 11.5 18.0 40.8 ▲ 20.8

洗濯・理美容・浴場業 ▲ 52.6 ▲ 71.4 ▲ 65.9 ▲ 24.5 ▲ 62.5 ▲ 38.0 ▲ 9.9 ▲ 25.0

その他生活関連・娯楽業 ▲ 54.5 ▲ 37.2 ▲ 35.0 ▲ 34.7 ▲ 32.4 2.3 22.1 ▲ 28.6

その他の事業サービス業 ▲ 42.9 ▲ 40.0 ▲ 42.9 ▲ 38.9 ▲ 41.9 ▲ 3.0 1.0 ▲ 24.4

単位：ＤＩ

飲 食 店

一般機械器具

卸売・小売業

電気機械器具

輸送用機械器具

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

印刷業

卸

売

小

売

運輸業

不動産業

サービス業

建 設 業

情報サービス業

食料品

繊維工業

増 減

製 造 業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

業 種

全 体
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４ 採算について （集計表 P３９、P４０参照）

業種別にみると・・・
○製造業

採算が「良くなった」企業は１０.８％、「悪くなった」企業は４２.２％で、採算ＤＩは
▲３１.４となった。
前期(▲２９.６)に比べ１.８ポイント低下し、６期ぶりに悪化した。
また、前年同期(▲４８.３)を１６.９ポイント上回った。

業種別にＤＩ値をみると、１１業種すべてがマイナスの水準となった。
「家具・装備品」や「食料品」などの６業種は前期を上回ったが、「鉄鋼業・非鉄金属」や

「輸送用機械器具」などの５業種は前期を下回った。
また、「鉄鋼業・非鉄金属」と「プラスチック製品」を除く９業種が前年同期を上回った。

○非製造業
採算が「良くなった」企業は７.２％、「悪くなった」企業は４９.１％で、採算ＤＩは

▲４１.９となった。
前期(▲４２.８)に比べ０.９ポイント上昇し、３期連続で改善した。
また、前年同期(▲５３.７)を１１.８ポイント上回った。

業種別にＤＩ値をみると、７業種すべてがマイナスの水準だった。
「飲食店」や「建設業」などの４業種は前期を上回ったが、「サービス業」や「情報サー

ビス業」などの３業種は前期を下回った。
また、７業種すべてが前年同期を上回った。

業種別にみると・・・
製造業の来期の採算ＤＩは▲２５.４で、当期に比べ６.０ポイント改善する見通しである。
非製造業の来期の採算ＤＩは▲２９.０で、当期に比べ１２.９ポイント改善する見通しであ

る。

当期と比べ、採算が「良くなった」企業は８.７％、「悪くなった」企業は

４６.２％で、採算ＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」の企業割合）は▲３７.５となった。

前期（▲３７.４）に比べ０.１ポイント低下し、ほぼ横ばいだった。

また、前年同期（▲５１.４）に比べると１３.９ポイント上回っており、５期連続で

前年同期を上回った。

当期（平成２２年７～９月期）の状況

当期と比べ、採算が「良くなる」見通しの企業は１０.０％、「悪くなる」見通しの

企業は３７.６％で、来期の採算ＤＩは▲２７.５と見込まれている。

当期に比べると１０.０ポイント改善する見通しである。

来期（平成２２年１０～１２月期）の見通し

採算 DI の推移
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採算ＤＩの推移

H21. H22.

7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 対前期 対前年 10～12月期

（当 期） 同期 （見通し）

▲ 51.4 ▲ 52.6 ▲ 48.6 ▲ 37.4 ▲ 37.5 ▲ 0.1 13.9 ▲ 27.5

▲ 48.3 ▲ 45.6 ▲ 42.2 ▲ 29.6 ▲ 31.4 ▲ 1.8 16.9 ▲ 25.4

▲ 44.6 ▲ 51.0 ▲ 70.6 ▲ 38.8 ▲ 32.6 6.2 12.0 ▲ 6.5

▲ 56.4 ▲ 69.8 ▲ 40.8 ▲ 22.4 ▲ 32.6 ▲ 10.2 23.8 ▲ 25.0

▲ 68.9 ▲ 68.3 ▲ 68.9 ▲ 57.1 ▲ 43.6 13.5 25.3 ▲ 35.1

▲ 50.9 ▲ 43.4 ▲ 48.3 ▲ 27.1 ▲ 23.1 4.0 27.8 ▲ 22.6

▲ 63.0 ▲ 58.9 ▲ 59.6 ▲ 52.1 ▲ 54.2 ▲ 2.1 8.8 ▲ 33.3

▲ 26.4 ▲ 54.0 ▲ 37.5 ▲ 33.3 ▲ 27.3 6.0 ▲ 0.9 ▲ 33.3

▲ 28.6 ▲ 22.8 ▲ 24.6 ▲ 19.0 ▲ 41.5 ▲ 22.5 ▲ 12.9 ▲ 19.0

▲ 55.6 ▲ 28.6 ▲ 33.9 ▲ 29.8 ▲ 37.8 ▲ 8.0 17.8 ▲ 26.7

▲ 47.6 ▲ 45.3 ▲ 35.8 ▲ 27.0 ▲ 23.6 3.4 24.0 ▲ 20.4

▲ 38.9 ▲ 28.8 ▲ 21.6 2.1 ▲ 13.0 ▲ 15.1 25.9 ▲ 34.0

▲ 53.1 ▲ 43.3 ▲ 30.6 ▲ 24.6 ▲ 23.4 1.2 29.7 ▲ 25.8

非 製 造 業 ▲ 53.7 ▲ 57.4 ▲ 53.2 ▲ 42.8 ▲ 41.9 0.9 11.8 ▲ 29.0

▲ 53.5 ▲ 62.1 ▲ 56.3 ▲ 55.2 ▲ 44.7 10.5 8.8 ▲ 42.4

総合工事業 ▲ 57.7 ▲ 72.0 ▲ 52.2 ▲ 41.1 ▲ 36.0 5.1 21.7 ▲ 35.3

職別工事業 ▲ 57.4 ▲ 66.0 ▲ 60.4 ▲ 63.9 ▲ 60.0 3.9 ▲ 2.6 ▲ 53.7

設備工事業 ▲ 45.8 ▲ 50.0 ▲ 55.9 ▲ 59.1 ▲ 35.6 23.5 10.2 ▲ 37.0

▲ 52.7 ▲ 55.2 ▲ 53.1 ▲ 38.8 ▲ 42.0 ▲ 3.2 10.7 ▲ 29.3

（卸売業） ▲ 44.6 ▲ 46.1 ▲ 46.8 ▲ 31.5 ▲ 39.5 ▲ 8.0 5.1 ▲ 30.0

繊維・衣服等 ▲ 68.0 ▲ 70.8 ▲ 55.6 ▲ 66.7 ▲ 47.4 19.3 20.6 ▲ 31.6

飲食料品 ▲ 25.0 ▲ 20.0 ▲ 38.5 ▲ 11.1 ▲ 20.8 ▲ 9.7 4.2 ▲ 16.0

建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 45.8 ▲ 38.5 ▲ 44.4 ▲ 4.0 ▲ 39.3 ▲ 35.3 6.5 ▲ 28.6

機械器具 ▲ 34.6 ▲ 35.5 ▲ 48.4 ▲ 25.9 ▲ 36.7 ▲ 10.8 ▲ 2.1 ▲ 46.7

その他 ▲ 53.8 ▲ 72.7 ▲ 46.4 ▲ 54.2 ▲ 61.1 ▲ 6.9 ▲ 7.3 ▲ 22.2

（小売業） ▲ 59.5 ▲ 62.5 ▲ 59.1 ▲ 45.2 ▲ 44.4 0.8 15.1 ▲ 28.6

織物・衣服・身の回り品 ▲ 50.0 ▲ 65.0 ▲ 71.4 ▲ 58.8 ▲ 63.0 ▲ 4.2 ▲ 13.0 ▲ 32.1

飲食料品 ▲ 70.0 ▲ 55.3 ▲ 62.5 ▲ 53.1 ▲ 56.3 ▲ 3.2 13.7 ▲ 22.6

機械器具 ▲ 55.6 ▲ 71.8 ▲ 48.9 ▲ 29.5 ▲ 29.3 0.2 26.3 ▲ 35.7

その他 ▲ 64.3 ▲ 58.1 ▲ 58.3 ▲ 44.4 ▲ 34.6 9.8 29.7 ▲ 20.0

▲ 71.4 ▲ 69.8 ▲ 58.5 ▲ 53.5 ▲ 36.1 17.4 35.3 ▲ 25.0

▲ 56.1 ▲ 43.6 ▲ 37.3 ▲ 40.4 ▲ 46.0 ▲ 5.6 10.1 ▲ 14.0

▲ 53.7 ▲ 24.5 ▲ 45.5 ▲ 24.6 ▲ 22.0 2.6 31.7 ▲ 11.9

▲ 46.7 ▲ 74.0 ▲ 63.0 ▲ 49.0 ▲ 38.6 10.4 8.1 ▲ 37.2

▲ 52.3 ▲ 62.1 ▲ 53.7 ▲ 39.0 ▲ 45.0 ▲ 6.0 7.3 ▲ 24.3

専門サービス業 ▲ 55.6 ▲ 61.1 ▲ 33.3 ▲ 43.3 ▲ 22.6 20.7 33.0 ▲ 24.5

洗濯・理美容・浴場業 ▲ 61.5 ▲ 75.5 ▲ 77.8 ▲ 30.6 ▲ 70.0 ▲ 39.4 ▲ 8.5 ▲ 25.0

その他生活関連・娯楽業 ▲ 58.8 ▲ 55.8 ▲ 50.0 ▲ 37.5 ▲ 48.6 ▲ 11.1 10.2 ▲ 11.4

その他の事業サービス業 ▲ 39.3 ▲ 55.1 ▲ 57.1 ▲ 42.9 ▲ 46.5 ▲ 3.6 ▲ 7.2 ▲ 33.3

電気機械器具

一般機械器具

繊維工業

全 体

家具・装備品

輸送用機械器具

建 設 業

単位：ＤＩ

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

増減

製 造 業

業 種

食料品

卸

売

小

売

情報サービス業

運輸業

卸売・小売業

不動産業

サービス業

飲 食 店
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５ 設備投資について （集計表 P４１～P４６参照）

業種別にみると・・・
○製造業

設備投資を実施した企業は２７.１％で、前期(２２.３％)に比べ４.８ポイント上昇し、２期連
続で増加した。業種別にみると、「鉄鋼業・非鉄金属」が１６.４ポイント上昇するなど、
１１業種中９業種が前期の実施率を上回った。

設備投資の内容は、「生産・販売設備」が５７.８％で最も高い割合を占め、「建物（工場･
店舗等を含む）」が２０.４％、「車輌･運搬具」が１９.０％、「情報化機器」が１７.７％で
続いている。

設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が６３.０％で最も高い割合を占め、「生産・販
売能力の拡大」が２７.４％、「合理化・省力化」が２４.７％で続いている。

○非製造業
設備投資を実施した企業は１３.７％で、前期(１５.０％)に比べ１.３ポイント低下し、３期ぶ

りに減少した。業種別にみると、７業種中５業種が前期の実施率を下回った。
設備投資の内容は、「車輌・運搬具」が３７.４％で最も高い割合を占め、「情報化機器」

が３４.３％、「生産・販売設備」が２１.２％で続いている。
設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が５３.９％で最も高い割合を占め、「生産・販

売能力の拡大」が２６.５％、「合理化・省力化」が１８.６％で続いている。

業種別にみると・・・
設備投資を予定している企業は、製造業で１８.５％、非製造業で１０.９％となっている。
製造業、非製造業ともに当期に比べて実施率は低下する見通しである。

当期に設備投資を実施した企業は１９.３％で、前期（１７.９％）に比べ１.４ポイン

ト上昇し、２期連続で増加した。

内容をみると、「生産・販売設備」が４３.１％で最も高い割合を占め、「車輌・運

搬具」が２６.４％、「情報化機器」が２４.４％で続いている。

目的をみると、「更新、維持・補修」が５９.３％で最も高い割合を占め、「生産・

販売能力の拡大」が２７.０％、「合理化・省力化」が２２.２％で続いている。

当期（平成２２年７～９月期）の状況

来期に設備投資を予定している企業は１４.１％で、当期に比べ５.２ポイント低下す

る見通しである。

来期（平成２２年１０～１２月期）の見通し

設備投資実施率の推移
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当 期
見通し

全 体

製 造 業

非製造業

全 体 16.6 15.1 14.9 17.9 19.3 14.1

製造業 20.2 17.4 15.7 22.3 27.1 18.5

非製造業 13.8 13.6 14.3 15.0 13.7 10.9
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※ 数値は当期の実施率。

※ 数値は当期の実施率。また、生産・販売設備には、建設業の建設機械を含む。

※ 数値は当期の実施率。

業種別・設備投資実施率

設備投資の内容

設備投資の目的

27.1

44.2

28.3

10.5

26.4

23.5

18.8

33.3

20.8

27.6

37.5

24.2

13.7

6.8

9.7

21.1 20.8

31.8

2.4

20.3

0

10

20

30

40

50

60％

前 期 当 期 来 期

製

造

業

非

製
造

業

製造業 非製造業

食

料
品

繊

維

工

業

家

具
・

装

備

印

刷
業

紙 パ

加 ル
工 プ

品 ・

紙

金

属
製

品

一

般
機

械

器

具

電

気

機

械

器

具

輸

送

用
機

械

器

具

建

設

業

卸

売
・

小

売
業

飲

食

店

情

報

サ
｜

ビ

ス

業

運

輸
業

不

動

産

業

サ

｜
ビ

ス

業

製 プ

品 ラ
ス

チ

ッ

ク

非 鉄

鉄 鋼
金 業

属 ・

5.4

2.7

20.4

17.7

19.0

57.8

0 20 40 60 80
％

前 期

当 期

来 期

製造業

7.1

5.1

17.2

34.3

37.4

21.2

0 20 40 60 80
％

前 期

当 期

来 期

非製造業 （すべて複数回答）

6.1

3.7

19.1

24.4

26.4

43.1

0 20 40 60 80

その他

土 地

建物（工場・

店舗等を含む）

情報化機器

車輌・運搬具

生産・販売設備※

％

前 期

当 期

来 期

3.2

2.8

6.5

7.3

8.5

22.2

27.0

59.3

0 20 40 60 80

その他

多角化

他社（店）との差別化

研究・開発

環境保全対策

合理化･省力化

生産・販売能力の拡大

更新、維持・補修

％

前 期

当 期

来 期 2.7

2.1

4.1

7.5

8.2

24.7

27.4

63.0

0 20 40 60 80
％

前 期

当 期

来 期

製造業

3.9

3.9

9.8

6.9

8.8

18.6

26.5

53.9

0 20 40 60 80
％

前 期

当 期

来 期

非製造業 （すべて複数回答）


